
株主の皆さまにおかれましては、日頃より格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
当社は、2023年2月に策定した「第7次中期経営計画（2023年度～2025年度）」およ
び同年11月に策定した「当社が目指す経営の長期的展望」に基づき、経営目標（安定的
に連結経常利益100億円超・ROE5%を上回る水準を維持するとともに、さらなる向上を
目指す）の達成に向けて、経営改革に取り組んでまいりました。
その結果、第7次中期経営計画の初年度となる2023年度には経営目標を2年前倒し
で達成し、翌2024年度は連結経常利益125億円、ROE7.4%（特別利益を除く実勢ベー
スでは6.5%）となり、最終年度となる2025年度も上期業績は好調に推移しています。こ
の間、事業戦略面で狙いとしてきた収益源の多様化等の取組みが、収益力・資本効率
向上の両面で成果に繋がってきているほか、コーポレートガバナンス強化の着実な取
組みも重要な背景となっています。
このような状況の下、今般、当社は2026年度から2028年度までの3年間を計画期間
とする「第8次中期経営計画」および同期間中の株主還元方針を策定しました。今後も
証券・金融市場のインフラ機能を支えるわが国唯一の証券金融会社として、持続的な
成長と企業価値の向上を実現する、機動性・柔軟性に富んだ特色あるユニークな企業
を目指す取組みを一層前進させてまいります。
株主の皆さまには、当社の取組みについて引き続きご理解・ご支援を賜りますようお
願い申し上げます。

代表執行役社長  櫛田 誠希

～ 株主の皆さまへ ～Top MessageTop Message

株主通信
第116 期 中 間

2025年4月1日から2025年9月30日まで

2026年3月期上期（2025年4月～9月）の経済環境は、輸出の
底堅さに支えられ企業収益が堅調に推移し、緩やかな回復が
続きました。また、金融市場においては日本銀行による金融政
策の正常化が進められる中、国内金利は長期金利を中心に緩
やかな上昇傾向で推移し、資金需要増加の動きもみられました。
こうした中、当社グループの当上期業績は、連結営業利益は

68億円（前年同期比9.8％増）と増益となりました。これは、株式
市況が堅調に推移したことや市場金利の上昇などによる資金
需要の増加などを背景に、貸借取引業務や株券レポ取引など
のセキュリティ・ファイナンス業務が堅調に推移したこと、また信

 第116期（2026年3月期）上期の業績について 託銀行業において、管理型信託サービスが引き続き堅調に推
移したことなどによるものです。
これに伴い、連結経常利益も73億円（同7.1％増）と増益とな
りました。
一方、前年同期に計上した特別利益（18億円）が剥落したこ

とから、親会社株主に帰属する中間純利益は51億円（同17.3％
減）となりました。

当社グループの2026年3月期通期業績予想は、連結営業利
益124億円（前期比9.5％増）、同経常利益132億円（同5.5％
増）、同当期純利益94億円（同9.4％減）を見込んでおります。

 第116期（2026年3月期）通期の業績予想について



第８次中期経営計画（2026年度～2028年度）の概要

第8次中期経営計画期間中の株主還元方針

「貸借取引業務の安定運用・利便性向上」と「セキュリティ・レ
ンディングのさらなる強化を軸としたセキュリティ・ファイナン
ス業務の拡充」を柱に、収益力目標の達成を目指す。

■ 株主還元の充実を図る観点から、ROE8%を達成するまでの間、配当および自己株式取得の機動的な実施により「総還元性向100%」を目指す。
■ 配当については、「配当性向70%」を目安とし、積極的に実施する。

当社の株主資本コストは、「６％台前半」と認識しており、これ
を上回るリターンを実現するとともに、収益力強化と財務の健
全性を両立しながらROEの向上に取り組んでいく。

連結経常利益

配当の状況

連結ROE

株主還元の状況
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経営目標の達成に向けた６つの戦略

収益力 経営目標 資本効率連結経常利益150億円 連結ROE８％

1  証券市場のインフラとしての貸借取引業務の
安定運用・利便性向上

2  セキュリティ・レンディングのさらなる強化を
軸としたセキュリティ・ファイナンス業務の拡充

4  デジタル技術の活用によるビジネスの 
イノベーションと業務効率化

3海外市場におけるプレゼンス・認知度の向上

5  グループ連結
経営の強化

6  人材力の基盤
強化

● 市場環境の変化に対応した制度メンテナンス
●  貸借取引に関する積極的な情報発信、マーケット
ニーズの的確な把握

●  有価証券に着目した取引（モノ対モノの取引）の拡大
●  取引スキーム構築力の強化

●  戦略的なIT投資
●  DLTの実用化など中長期的な取組みの継続

●  クロスボーダー取引の対象市場・取扱商品拡大
●  アジアにおける主要プレイヤーとしてのポジション強化



業務別の営業総利益（単位:百万円）

事業ポートフォリオ 2025年9月期の概況営業総利益 （単位 ： 百万円）

Forbes Global 2000（2025） Listへのランクインについて

韓国証券金融の70周年記念国際カンファレンス参加について

　米経済誌「Forbes」が発表した2025年版「Global 2000」世界上場企業ランキングにおいて、当社がラ
ンクインしました。「Global 2000」は、売上高などの主要指標をもとに、全世界の上場企業を総合評価し
ランキング化したものです。2025年版では、当社は全世界で第1669位、日本企業（計180社）では第140
位に選ばれました。

　当社は海外の証券・金融界との国際協力にも積極的に取り組ん
でおります。
　2025年9月には、韓国証券金融の70周年記念国際カンファレンス
に参加し、執行役専務の岡田豊が「証券金融会社が日本の証券・
金融市場の進化に与える影響」について講演を行いました。また、
パネルディスカッションでは、新興市場における資本市場の発展な
どをテーマに議論を交わしました。
　さらに、アジア各国の証券金融会社（日本、韓国、中国、タイ、インドネシア）の間で意見交換を行うとともに、『証券金融会
社の協力覚書』を締結しました。

★証券会社等への資金および
有価証券の貸付

★リテール向け融資

セキュリティ・ファイナンス業務
3,767 3,4303,721

 

23年9月 24年9月 25年9月

構成比
31.1%

債券レポ・現先取引は、担保利用や国際金
融規制対応等の需要は堅調な一方、短期市
場金利がレンジ圏で推移し利ざやが縮小
株式市場の活況、資金需要の増加等を背景
に、その他のセキュリティ・ファイナンス
業務は堅調に推移

★国債などの有価証券の運用

有価証券運用業務
2,128 2,009

2,294 

23年9月 24年9月 25年9月

構成比
20.8%

キ ャ リ ー 収 益 の 積 上 げ と ポ ー ト
フォリオ入替の効果により増益

★顧客分別金信託等の信託業
務と有価証券運用、貸出等
の銀行業務

信託銀行業務

1,401 1,700 1,806
 

23年9月 24年9月 25年9月

構成比
16.4%

管理型信託サービスが堅調に推移し
増益

株式市況の活況や市場金利が変動す
る環境に移行したことに伴う資金需
要の増加などを背景に増益

★信用取引の決済に必要な資
金・株券を証券会社に貸付

貸借取引業務

★当社グループ所有の不動産
の賃貸・管理

不動産賃貸業務
保有物件の再開発に伴い、賃貸料収
入が小幅に減少591 611 551

 

23年9月 24年9月 25年9月

構成比
5.0%

1,956 2,214
2,957

 

23年9月 24年9月 25年9月

構成比
26.8%



【取締役】
社 外 取 締 役
取 締 役 会 議 長 小　幡　尚　孝 （指名委員会・報酬委員会 委員長）

社 外 取 締 役 杉　野　翔　子 （指名委員・報酬委員・監査委員会 委員長）
社 外 取 締 役 二子石　謙　輔 （指名委員・報酬委員）
社 外 取 締 役 山　川　隆　義 （指名委員・監査委員）
社 外 取 締 役 田　中　恭　代 （報酬委員・監査委員）
取 締 役※ 櫛　田　誠　希 （指名委員・報酬委員）
取 締 役 前　田　和　宏 （監査委員）
※は執行役兼務

【執行役】 【執行役員】
執 行 役 会 長 小　林　英　三 執 行 役 員 由　元　裕　二
代表執行役社長 櫛　田　誠　希 執 行 役 員 松　井　裕　幸
執 行 役 専 務 岡　田　　　豊 執 行 役 員 髙　梨　治　彦
執 行 役 専 務 下山田　守　邦 執 行 役 員 皆　川　高　志
執 行 役 常 務 佐　藤　　　亘 執 行 役 員 五十嵐　友　美
執 行 役 常 務 佐　川　　　洋 執 行 役 員

（ 監 査 役 員 ） 赤　羽　　　淳

株式の状況

▪発行可能株式総数� 200,000千株
▪発行済株式の総数� 88,000千株
▪株主数� 17,958名

自己株式
5,383千株
(6.1%)

金融機関
19,927千株
(22.6%)

その他の国内法人
8,357千株
(9.5%)

証券会社
4,068千株
(4.6%)

発行済株式の総数
88,000
千株

外国人
34,593千株
(39.3%)

個人・その他
15,670千株
(17.8%)

事 業 年 度 4月1日から翌年3月31日まで
定 時 株 主 総 会 6月
定時株主総会基準日 3月31日
剰余金の配当基準日 期末配当3月31日

中間配当9月30日
単 元 株 式 数 100株
株 主 名 簿 管 理 人 お よ び 
特別口座の口座管理機関

東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社

株式事務取扱場所 東京都千代田区丸の内一丁目4番1号
三井住友信託銀行株式会社
・郵便物送付先
〒168-0063
東京都杉並区和泉二丁目8番4号
三井住友信託銀行株式会社　証券代行部
・電話照会先

 0120-782-031

各種手続のお申出先

●住所変更、名義変更、配当金の受け取り方法の指定、
　単元未満株式の買取・買増等のお申出先について

区分 お申出先
証券会社でお取引をされている株主さま 株主さまの口座のある証券会社

特別口座（証券会社に口座のない）の株主さま
三井住友信託銀行　証券代行部
(左記、連絡先をご参照ください)

●未払配当金の支払いについて
　株主名簿管理人である三井住友信託銀行株式会社にお申出ください。

公 告 ⽅ 法 当社ホームページ(https://www.jsf.co.jp/)に電子公
告により掲載します。なお、電子公告をすることがで
きない場合は、日本経済新聞に掲載します。

株主名 持株数
（千株）

持株⽐率
（％）

THE SFP VALUE REALIZATION MASTER FUND LTD. 13,594 16.45 
日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 9,269 11.21 
公益財団法人資本市場振興財団 4,654 5.63 
THE CHASE MANHATTAN BANK, N.A. 
LONDON SPECIAL OMNIBUS SECS  
LENDING ACCOUNT

4,059 4.91 

株式会社みずほ銀行 3,536 4.28 
株式会社日本カストディ銀行(信託口) 2,365 2.86 
BNYM AS AGT/CLTS 10 PERCENT 1,575 1.90 
STATE STREET BANK WEST CLIENT - TREATY 505234 1,569 1.89 
三井住友信託銀行株式会社 1,489 1.80 
RBC IST 15 PCT LENDING ACCOUNT - CLIENT ACCOUNT 1,285 1.55 
・持株比率は自己株式（5,383千株）を発行済株式の総数から控除して計算してお

ります。

株式情報（2025年9月30日現在）

株式についてのご案内

大株主（2025年9月30日現在）

会社概要（2025年9月30日現在） 役員⼀覧（2025年9月30日現在）
▪ 商 号 日本証券金融株式会社

JAPAN SECURITIES FINANCE CO.,LTD.

▪ 証 券 コ ー ド 8511

▪ 上 場 区 分 東証プライム市場

▪ 設 立 1927年7月

▪ 創 業 1950年2月

▪ 資 本 金 100億円	

▪ 主な事業内容 貸借取引業務、セキュリティ・ファイナンス業
務、有価証券運用業務

▪ 従 業 員 数 252名

▪ 本 店 東京都中央区日本橋茅場町一丁目2番10号


